
� はじめに

�������(�		�) をはじめとする新しい経

済地理と呼ばれる分野では, 多くの場合, 次の

ようなメカニズムが生じている｡ まず人口の多

い地域ほど収穫逓増の影響によって生産性が高

くなるため, 実質賃金, 効用水準も高くなる｡

したがって, ますます多くの人口が集中するこ

とになる｡ また, 企業の側から見ても人口が多

い地域ほどマーケットも大きいため, 大都市に

立地するインセンティブが強くなるということ

が言える｡ すなわち, 収穫逓増の生産関数を前

提とすると, より人口の多い地域には, ますま

す多くの人口が流入してくるのである｡

本稿では, 従来の都市経済学や空間経済学の

モデルを環境の要素を組み入れるように拡張し

た
������������(�������) や伊ヶ崎・

内藤 (����) に基づき, 議論を行う｡ これは,

都市や地域における人口の変化が, さまざまな

環境問題を引き起こし, その地域の環境水準や

政府の環境政策の変化, 厚生水準の変化をもた

らしうるという事実を反映させるためである｡

本稿の構成は, 以下のようになっている｡ 第

�節では, 集積によって技術の転換が生じるよ

うなモデルに環境汚染の問題を導入した伊ヶ崎・

内藤 (����) や
������������(�����) に

基づくモデルをもとに議論を行う｡ 第�節では,

������������������������(����) を環

境を含むように拡張した 
������������

(�����) を紹介する｡ 最後に第�節では, まと

めを行う｡

� 環境を含んだ都市経済のモデル�

���モデルの設定

本節では, 伊ヶ崎・内藤 (����) や 
�����

�������(�����) でもたらされたモデルを紹

介し, その直感的含意について説明する｡ 伊ヶ

崎・内藤 (����) や
������������(�����)

では, �つの最終財が存在するような状況を想

定したが, ここでは, 議論の簡単化のために,

最終財は唯一かつ同質であり, 以下のような技

術のもとで生産されるものとする｡

���������� (� �)

ただし, �は最終財の産出量, �は労働を

用いて作られる中間財, �は汚染量を表すもの

とする｡ �は生産性のパラメータである�)｡

ここで, �を生産する方法 (技術) に関して

は�つのタイプが存在するものとする�)｡ 第�

に, 伝統的技術と呼ばれる技術である｡ 伝統的

技術で�が生産される場合, �を�単位生産

―�―
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＊本稿は, 平成���"年度熊本学園大学産業経営研究所調査研究 ｢都市経済・地域経済と環境政策｣ の研究
成果である｡
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�) 汚染が生産関数の生産要素として規定されているようなモデルやその解釈についての詳細は, %�$�&���
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�) このような�つの技術の存在と集積に関する議論としては, )�������(���*) を参照せよ｡



するにあたり, ��単位の労働が必要であると

仮定する｡

他方は, 先進技術と呼ばれる技術である｡ こ

こでは, 先進技術を用いた場合の�の生産関

数を以下のように特定化する｡

����
�� (���)

ただし, ��は, 労働投入量を表す｡ また,

���を仮定する｡ (���) より, 中間財 �は,

労働に関して収穫逓増となっている｡ いずれの

技術が採用されるかにかかわらず, 財の生産過

程において, 汚染が排出されることに注意しよ

う ((���) を参照せよ)｡

次に, 家計の効用 (�) について述べること

にしよう｡ 地域内には, 同質的な家計が存在し

ているものとする｡ すべての家計は�単位の労

働力を保有している｡ 経済全体での家計の数,

労働供給量をともに �で表すことにしよう｡

ここで, 代表的家計の効用関数を以下のように

設定する｡

��
������
���

���� (���)

ただし�は�人当たりの消費量, �, �はそ

れぞれパラメータであり, ���, ���とする｡

���技術の選択と環境政策

ここでは, 社会的計画者の問題を考える｡ 社

会的計画者は, 効用水準 (���) を最大にするよ

うに中間財の生産方法 (伝統的技術で生産する

のか, 先進技術で生産するのか), および環境

汚染水準�を決定する｡

まずは, 技術の選択問題について検討する｡

所与の労働投入に対してより多くの �が生産

される方が望ましいので, 先進技術を用いて中

間財の生産が行われるためには

����

�
�

���
��� (���)

となっていなければならない｡ (���) より,

����のとき, 中間財�は先進技術で生産さ

れる｡ しかしながら, ����のときには, 伝

統的技術が用いられることになる (図�を参照

せよ)�)｡

次に, 最適な汚染量について考える｡ 本稿の

モデルでは, 貿易の存在しない静学モデルであ

るので, �����となることに注意しよう｡ 政

府は, (���) の効用を最大化するように最適な

汚染水準 �を決定する｡ 人口が少なく, 伝統

的な技術を採用しているときの最適な汚染水準

�を求めると, 以下のようになる｡
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したがって, ��は, ���のとき, 人口水準と

正の相関をもつ｡

次に, 人口が相対的に多く, 先進技術で中間

財が生産されるようなケースを考える｡ 最適な

汚染量�
は以下のようになる｡
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したがって, �
は, ���かつ ������のと

き, 人口水準と負の相関をもつ�)｡

汚染水準と人口水準との関係について考察し

よう｡ 伝統的技術が採用されている場合,

���を前提とすると, (���) より, 汚染水準と

人口水準には正の相関があることが確認できる｡

�がある一定水準を超えると, 先進技術が採用

される｡ このとき, ���, ������と仮定す

ると, (���) より, 最適な汚染水準は, 人口の

伊ヶ崎 大 理
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�) 両技術の生産性が等しい場合には, 中間財は先進技術で生産されると仮定する｡ この仮定は, 主要な結論
にはまったく影響を与えない｡

�) これらの仮定の妥当性についての議論は, 伊ヶ崎・内藤 (���	) を参照せよ｡ 本稿では, これらのパラメー
タ制約が成立するものとして議論を展開する｡



増加とともに減少することが分かる｡ したがっ

て, 上記のようなパラメータ制約が成立する場

合には, 最適な汚染量は人口水準�と逆�字

の関係をもつことになる�)｡ また, �人当たり

の汚染排出量���は, 集積とともに減少して

いくことにも注意しよう｡

このような帰結に対する直観的な含意は以下

のようになる｡ 人口が十分に少なく, 伝統的技

術が用いられたときの産出量は, 労働投入に関

して収穫逓減となっているので, (汚染水準を

一定とすると)�人当たりの産出量は, 労働投

入 (人口水準) とともに減少する｡ そのような

減少を緩和するために, 政府は人口水準の増加

とともに, 環境に対する規制を緩め, 産出量や

消費量を増加させなければならない｡ ところが,

ある一定以上に人口が集積すると, 先進技術の

都市経済・地域経済と環境政策
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�) このような集積と汚染量との逆�字の関係は, 環境クズネッツ曲線と類似していることに注意しよう｡
ただし, 環境クズネッツ曲線は, �人当たりの所得と環境汚染との間の関係を論じたものであるため, 図
�とは横軸の意味するものが異なっている｡ 環境クズネッツ曲線については, ����	
(����), �������

������	�	�(����), �	�����������(����) 等を参照せよ｡

図� 技術の選択

��

��
��

��

����
�

図� 集積の程度と汚染水準(����, ���のとき)

��



使用が可能となる｡ このとき, (適切なパラメー

タ制約のもとでは)最終財の生産関数は, 労働

投入に関して収穫逓増となる｡ �が十分に大き

くなると, 収穫逓増の影響で�人当たりの消費

水準も高くなる｡ 消費については, 通常の限界

効用逓減の法則が働いているので, �が十分に

大きくなり, 消費水準もまた十分に高くなると,

消費の限界効用が汚染の限界不効用と比較して

十分に小さくなる｡ したがって, 汚染を積極的

に減少させるような政策を導入するインセンティ

ブが生まれるのである｡

��� 汚染と労働との代替性

汚染を生産部門におけるひとつの生産要素と

みなした場合, 生産部門における本源的生産要

素と汚染との代替関係は, 要素蓄積がどのよう

に環境に影響を及ぼすかを論じるうえで, 非常

に重要である (�������	(
���) を参照せよ)｡

�������	(
���) は, 生産部門における本源的

生産要素 (�������	モデルでは資本) と汚染

の代替の弾力性が高いときほど, 効用関数にお

ける消費と汚染との代替の弾力性が低いときほ

ど, 要素蓄積によって環境水準に及ぼす負の影

響が緩和されると主張した｡

この主張に対する直感的含意は, 以下のよう

になる｡ 生産部門における代替の弾力性が十分

に高いということは, 生産の際に, 本源的生産

要素と汚染の代替が比較的容易であるというこ

とである｡ 換言すれば, 本源的生産要素が増加

すれば, 生産活動がより効率的になるため, エ

ネルギー効率や資源生産性などが増加し, 所与

の生産量を達成させるための環境負荷が大幅に

減少するのである｡ また, 効用関数における代

替の弾力性が十分に小さいということは, 消費

と汚染の代替が比較的困難であるということで

ある｡ すなわち, 汚染が�単位増加したとき,

消費を大量に増加させなければ同じ効用水準を

達成できないということを意味している｡ した

がって, 環境に対する規制を緩和し所得を増加

させるよりは, 環境に対する規制を強化し, 汚

染を減少させるほうが, 効用水準を上昇させる

ために重要となるのである｡ このような場合に

は, (最適な環境政策を前提として) 要素蓄積

が環境負荷を低減させる可能性が強まるのであ

る｡

本源的生産要素が労働か資本かという相違は

あるが, 本節の結果は, まさに �������	

(
���) の主張を裏付けるものとなっている｡

本節のモデルにおける最終財の生産関数をみ

てみよう｡ 最終財の生産関数は, 本源的生産要

素を用いて生産される中間財 �と汚染との間

のコブ＝ダグラス型の関数として描かれていた｡

このとき, 中間財�と汚染との間の代替の弾

力性は�である｡ すなわち, 労働と汚染との間

の代替が比較的容易だったのである｡ 収穫逓増

の程度が十分に大きいとき, また, ���とな

るほど効用関数における消費と汚染との代替性

が低いときには, 集積によって生じる収穫逓増

の効果によって, より厳しい環境政策を行うこ

とが最適となるのである｡

��� 都市問題への具体的応用

都市の内部における移動手段について考えて

みよう｡ 特に, ここでは, 自家用車とバスや市

電, ��, 地下鉄のような公共交通システム

という
つの異なった移動手段を考えることに

しよう�)｡

��のような公共交通システムは, 人口規

模がある一定以上ないと, 採算が取れないため,

運行されないであろう｡ したがって, 人口規模

伊ヶ崎 大 理

―�―

�) ��とは, ������������	��の略である｡ 国土交通省道路局��によると, ｢��は, 低床式車両
(��) の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性, 定時性, 速達性, 快適性などの面で優れた特徴
を有する次世代の軌道系交通システムのことで, 近年, 道路交通を補完し, 人と環境にやさしい公共交通
として再評価されている｣ とある｡



がある一定値を下回るような場合, 自家用車が

移動の主な手段となるであろう｡ その一方で人

口規模がある一定以上になると, 都市内部にお

ける公共交通網が整備されるようになり, より

環境にもやさしい街づくりが進むかもしれない｡

���のような交通システムは, 一般に人間�

人を同じ距離だけ運ぶのにかかる排出量や温室

効果ガス量は少なくてすむ｡ したがって, ある

一定以上に人口がいるような都市では, 交通手

段間の環境汚染の外部不経済の相違を十分に考

慮したうえで, 環境にやさしい交通網作りをよ

り一層進めていくことが正当化されるようにな

るかもしれない｡ また, このモデルをさらに応

用することで, コンパクト・シティ�)のような

街づくりについての議論が可能となるかもしれ

ない�)｡

� 環境を含んだ都市経済のモデル�

��� �����	�
�������	��
��	���(����)

に基づくモデル

本節では, ��	
	��	��	���(�����) で検

討したモデルをもとに議論する｡ このモデルは,

���	��	����	������	�������(�����以下

���モデル) を環境汚染の問題を含むように

拡張したのもである｡ まずは, ���モデルの

概略について説明することにしよう｡ ���モ

デルは, 以下のような特徴をもつ｡

・経済には, �つの地域 (地域 �と地域 �)

が存在する｡

・経済には, �種類の財 (農業財と工業財)

が存在する｡

・農業財をニューメレールとする｡

・農業財は, 同質的であり完全競争的な市場

に直面している｡

・�単位の労働から�単位の農業財が生産さ

れる｡

・農業財を貿易する際, 地域間の財の輸送費

用は, ゼロである｡

・農業財を生産する農民は, 経済全体で �

人存在し, 各地域にそれぞれ ���ずつ均

等に分布している｡

・農民は, 土地に拘束されている等の理由に

より, �地域間を移動できない｡

・経済には, 多くの差別化された工業財が存

在している｡

・各工業財 (バラエティー) は, 独占的競争

市場に直面している｡

・企業が各バラエティーを生産する際には,

�の固定費用を支払うことが必要である｡

・企業が各バラエティーを生産する際の限界

費用は, ゼロである｡

・工業財を貿易する際, 地域間の財の輸送費

用は, バラエティー�単位当たり, �単位

の農業財で表される｡

・工業財部門で働く労働者は, 経済全体で�

人存在し, 地域 ����に居住する労働者

数を������������������で表す｡

・工業財部門に従事する労働者は�地域間を

移動することができる｡ 当然のことである

が, これらの労働者は, �か �かのいず

れかに居住することになる｡

・工業財部門に従事する労働者は, より高い

効用を得られる居住地を選択する｡ また,

地域間の移動にかかるコストはゼロである｡

・消費者については, �����	��	� (�!!")

等でしばしば用いられている #�$��	�

%��&���
型ではなく, 準線形の効用関数を

仮定する｡

都市経済・地域経済と環境政策

―"―

�) 日本におけるコンパクト・シティの取り組み例としては, 青森市のものが有名である｡ 山本 (���') を参
照せよ｡

�) この他に#��	�	����������(���() は, イギリスの南ロンドンにおける都市型エコビレッジである
)�*+#に関する興味深い紹介を行っている｡



���モデルでは, 地域 �に居住する労働者

の効用水準を以下のように特定化している｡

�����
�

�
�������

���
� �

�

�
�������������

ここで����は工業財のバラエティ���	������

の消費量を表し, ��は農業財の初期賦存量と

する｡ パラメータについては, �
�, �
�
�

をみたすものとする｡ パラメータ �は差別化

された工業財への選好の強さ, ��
��は多様

性が大きくなることに対する選好を表すものと

する｡ �はバラエティの数を表す｡

その後, ���モデルでは, 貿易が存在する

ような状況を想定した｡ そして, 各企業の利潤

最大化, 各家計の効用最大化条件によってもた

らされる主体的均衡条件をもとに, 短期均衡を

導出し, 短期均衡における各地域の労働者の効

用水準を比較した｡ 効用水準に差がある場合,

労働者には, 効用水準がより高い地域へ移動す

るようなインセンティブが生じる｡ このような

人口移動は, �) 両地域の効用水準が等しくな

る, もしくは, �) 完全な集積が生じ, これ以

上人口移動が生じる余地がなくなるような状態

まで人口移動が続くという�つのいずれかの状

態まで続くことになる｡ いずれの場合も, 長期

均衡では, 他の地域に移動するようなインセン

ティブをもつ住民は存在しない｡

���モデルでは, 長期均衡として�つの可

能性が指摘された｡ 輸送費�において, ある水

準 ��が存在し, 輸送費がそれ以上の場合には

対称均衡が存在する一方, 輸送費がそれ未満の

場合には, �地域への完全な集積が生じる｡ こ

のような帰結は,����	
�	
�(��)等の����	


���	����	�型の効用関数を用いた場合にもし

ばしば導出されている｡ すなわち, 輸送費が十

分に高い場合には集積は生じないが, 輸送費が

十分に低くなると, 都市部における優位性が強

まるため都市部への集積が急速に進むのである｡

��� モデルと環境の外部性 (��������	


����(�����) に基づくモデル)

��
�
��
���
�	�(�����) は, 環境汚染の

問題を考慮に入れるように, ���モデルを拡

張した｡ ��
�
��
���
�	�(�����) は, 工業

財部門が生産活動を行うとき, その生産工程で

環境にダメージを与える汚染を排出すると仮定

した｡ 汚染の排出量は各バラエティの生産量に

対して逓増的に増加するものとする｡ いま地域

�������		���で発生する汚染量を
�で表

すと,


�� �
��

�
���������	������

�����

�����


�

(���)

となるものとする｡ ただし, 
�
�である｡ ��	

は, 地域 �に立地する企業の地域 	における

販売量 (当然のことであるが, 均衡では, これ

は生産量に等しくなる) である｡ ��は地域�に

おけるバラエティの数である｡

また, 効用関数は, 環境汚染の外部性を含む

ように, 以下のように設定される｡

�����
�

�
�������

���
� �

�

�
���������

�
�
� �

�

�
������

�����

�����

�

����
�


�
�� (���)

ただし, 
�
�, 
�
�とする｡ ��
�
��
��

�
�	�(�����)では, 
�
�
�
�の値によって,

���モデルでもたらされた帰結が成立しなく

なる可能性を示した｡ このことを具体的にみて

いくことにしよう｡ 均衡における両地域の労働

者の効用の差は, 以下の式で表される｡

����������������������������

����

��������


�����������
�
�� ���� �
������
� ��

(���)

ここで, �������はそれぞれ以下のように定

義されている｡
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ここで, ����を仮定することにする｡ (���)

の右辺第�項を��
�, 第�項の�
�	��	
���

を 	�
�で定義すると, (���) は以下のとおり

書き直すことができる�)｡

�
�
����
�	��	�
�	 (���)

ここでは, 潜在的に同質的な地域を考えている

ので, �
�
�
��の範囲内で議論を行っていく

ことにする｡ また, ���のとき, 	��
���,

	���
���, �����のとき, 	��
���,

	���
���となることに注意しよう｡

��� 輸送費, 環境, および人口移動

まず最初に両地域の財の輸送費が相対的に高

い場合, すなわち����のケースについて考察

する｡ 相対的に輸送費が高い ������場合,
�
�
�
��において工業部門の従事者の均衡分

布は
��
�
�
となることがわかる｡

次に相対的に輸送費が低い場合������につ

いて考えていくことにする｡ ここでは, ���,

���, �����の�つのケースに場合分けする｡

最初に���の場合を考える｡ この場合には,

図�－�のような�つのケースが存在する｡ 図

�のようなケースを検討しよう｡ このとき
�
�
�
��においてつねに ��
����	�
�とな

るので
は �
�
に収束することが分かる｡ すな

わち, 
�
�
�
が安定均衡となる｡ これに対して,

図�のようなケースでは, 
�
�
�
のとき, 
は

�に収束する｡ 
�
�
�
は均衡であるが, 不安定

である｡ すなわち, 図�のように, 環境汚染の

影響が相対的に強いケースでは, 輸送費が低い

にもかかわらず, 対称均衡が安定的な均衡とな

り, 初期の人口分布がいかなるものであっても,


�
�
�
に収束する｡ しかしながら, 図�のよう

に, 環境汚染の影響が相対的に弱いケースでは,

都市経済・地域経済と環境政策
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�) 	

モデルでは, ����であることに注意せよ｡

図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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(図�－図��において, ●は安定均衡,
○は不安定均衡を表す)
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環境汚染の存在は, 人口移動に対してまったく

影響を及ぼさないことになる｡ 図�では, これ

らの中間のケースが描かれている｡ ��
�
�
は,

均衡であるが不安定である｡ また, �つの関数

の交点となる��という非対称な�つの都市を

出現させる均衡も存在する｡ 図�のようなケー

スでは, この均衡��は安定である｡

次に, ���の場合について考える｡ ���の

とき, ����は線形となる｡ 集積の影響が環境

汚染の影響と比較して相対的に強い場合には,

安定的な均衡は, �地域に完全に集積するもの

になる (図�を参照せよ)｡ 環境汚染の影響が

相対的に強い場合には, 輸送費が低いにもかか

わらず, 対称均衡が安定的な均衡となり, 初期

の人口分布がいかなるものであっても, ��
�
�

に収束する (図�を参照せよ)｡

最後に, 輸送費が相対的に低く ������,

�����の範囲に�が存在する場合について見
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図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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ていくことにしよう｡ このとき, 図�－��の�

つのケースが存在する｡ 図�, 図�では, 環境

汚染の影響が相対的に強いと弱いケースが描か

れている｡ この場合には, ���の場合と同様

のことが言える｡ 環境汚染の影響が相対的に強

いケース (図�) では, 輸送費が低いにもかか

わらず, 対称均衡が安定的な均衡となり, 初期

の人口分布がいかなるものであっても, ��
�
�

に収束する｡ しかしながら, 図�のように, 環

境汚染の影響が相対的に弱いケースでは, 環境

汚染の存在は, 人口移動に対してまったく影響

を及ぼさないことになる｡

その中間のケースでは, 非対称な均衡���は,

不安定となる｡ そして, 初期時点の人口が���

より大きい場合には, 都市部に労働者や企業が

集中する一方, 初期の人口が���より小さい場

合には, 大都市から労働者や企業が小さな都市

に流出し, 最終的に, 対称的な�つの都市が存

都市経済・地域経済と環境政策
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図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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在するような均衡に落ち着くことになる (議論

の詳細は, �������������	
(����) を参照

せよ)｡

��� 環境関連のパラメータ�の意味と人口

移動

人口集積には, その地域の実質賃金を高め,

消費量を高めるというプラスの効果と, 産業活

動の活発化によって, 環境汚染が増加するとい

うマイナスの効果が存在している｡ 集積がもた

らすプラスの効果がマイナスの効果を上回るよ

うであれば, 人口の少ない地域から人口の多い

都市部への人口移動は加速することになる｡ そ

の一方で, 環境汚染がもたらすマイナスの効果

のほうが大きいのであれば, 都市部からの人口

の流出が進むことになる｡ 本節のモデルにおい

て, このプラスの効果とマイナスの効果を考え

る上で, 非常に重要なのは, 環境関連のパラメー

タ�である｡

環境関連のパラメータ �が相対的に大きい

伊ヶ崎 大 理
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図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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図� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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�����ということは, 人口集積が生じたとき,

環境汚染を通じた集積のマイナスの効果が, 急

速に強まるということを意味している｡ 一地域

に人口が集積すると, 大都市において, 環境汚

染がもたらす効用の悪化が, 極めて深刻になる

のである｡ したがって, 完全集積は起こりにく

く, 大都市と小都市という非対称な�つの都市

が生じる可能性が強くなるのである (図�を参

照せよ)｡

その一方で, 相対的に�が小さい�������

ということは, 地域における人口の変化が環境

汚染を通じて効用に及ぼす影響が比較的少ない

ということを意味している｡ したがって, 初期

時点において人口格差が十分に大きい場合には,

集積のプラスの効果がマイナスの効果を上回る

ため, 環境汚染が存在するにもかかわらず, 人

口は都市部により集中していくことになる (図

��を参照せよ)｡

おわりに

本稿では, ������	�
���	�(�������)

や伊ヶ崎・内藤 (����) で議論された都市と環

境に関する理論モデルをもとにして議論を行っ

た｡ 第�節で検討されたモデルでは, 都市にお

ける集積の効果が, その地域の所得水準や環境

水準にどのように影響を与えるかを考察した｡

まず, �������(����) をもとに, 人口が十

分に集積することによって, 伝統的な技術から

収穫逓増型のより効率的なものへと生産技術の

転換が生じることを示した｡ その後, そのよう

な技術の転換が, 環境水準に及ぼす影響を議論

した｡ そして, �人当たりの汚染の排出量は,

集積とともに減少していくことや, 収穫逓増が

非常に強く生じる場合には, 集積によって, 環

境汚染量が減少しうるという可能性が示された｡

これらの帰結は, 生産活動において生産要素の

蓄積によって, 所与の生産量を達成するための

汚染の排出量が減少するという生産部門の仮定

に依拠している｡

これに対して, 第�節では, 工業財を生産す

る際に, 環境汚染と生産要素との間で代替が不

可能であるようなモデルを構築した｡ そして,

�地域間の貿易や人口移動について議論した｡

輸送費が高い場合には, 貿易が非常に高価に

なるため, 貿易は行われず, �つの対称的な都

市が出現することになる｡ その一方で, 輸送費

が安い場合には, 状況はより複雑なものとなる｡

都市経済・地域経済と環境政策

―��―

図�� 環境を含んだ集積モデルにおける人口移動
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���モデルをはじめとする代表的なモデルで

は, 輸送費が安い場合, �地域への集積が生じ

やすいことはよく知られているが, 第�節のモ

デルでは, 集積によって, その地域内の環境汚

染の問題が深刻化し, 都市部における厚生水準

が低下するという要素が加わっている｡ したがっ

て, 環境効率が悪い場合や環境汚染が効用に及

ぼす影響がより深刻な場合には, 輸送費が安い

にもかかわらず�地域への完全な集積は生じな

い可能性がある｡ その場合には, 環境の特性を

現すパラメータの値によって, �つの対称的な

都市が生じるか, 比較的人口の多い大都市と小

都市との非対称な�つの都市が生じることにな

る｡
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